
はじめに

原告団結成から早いもので３７年。長い反

核燃の闘いを続けてこられた原告団の皆様に

とって、本稿は何をいまさらと感じられるこ

とと思いますが、原子力施設が集中立地する

青森の現状は全国の反原発運動の縮図でもあ

り延長でもあります。青森の現状が打破でき

れば、我が国の原子力政策を転換させること

ができますし、また、各地の反原発運動の成

功に計り知れないインパクトを与えられるも

のと確信します。

核燃料サイクルと再処理は、今や崖っぷち

に立たされており、もう一押しで奈落の底に

突き落とすることができる現状にあります。

ここで原点に立ち戻り、青森の現状を把握

することは、今後の闘いの展望につながると

考え筆をとった次第です。

第１．青森県の原子力施設の立地・運転状況

について

１．青森県を原子力のメッカに！

1983年12月、総選挙遊説のため来青した中

曽根元首相が「下北半島を将来日本の原子力

のメッカにしたらどうか」と提言しました。

この提言どおり、

1967年 1月 むつ市が原船「むつ」の母港

設置を了承

1984年12月 大間町が大間原発の誘致決議

1985年 4月 六ヶ所核燃料サイクル3施設の

立地受入れ

2004年 2月 東通原発の安全協定締結

2005年10月 むつ中間貯蔵施設の立地協定

締結

上北から下北を縦断する原子力半島化が一

応の完結を遂げたのです。

２．現状はどうなっているのか

原船むつが大湊港を出港して太平洋上で放

射線漏れ事故を起こして原船計画は頓挫し、

現在は同船の使用済燃料がむつ科学技術館に

その残骸をさらしています。青森県が国の原

子力政策に協力して煮え湯を飲まされた第１

号です。

大間原発は当初の新型転換炉(ATR)から現在

のフルMOX改良型沸騰水型軽水炉(ABWR)に計画

変更となるなど紆余曲折を経て未だ竣工を見

ていません。

ところが、青森県は「あつものに懲りてな

ますを吹く」のたとえを忘れ、国策協力、産

業構造の転換、過疎対策(地域振興、雇用増進)、

県財政の充実を理由として、その後次々と原

子力施設を誘致してきました。

しかし、施設のほとんどが上物は完成した

ものの本格稼働できず(再処理工場)、許可は

出たものの完成未了なもの(大間原発、MOX燃

料加工工場、低レベル最終処分場の覆土)、稼

働にはこぎつけたものの計画通りに運転でき
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なかったり、協定がきちんと守られる確たる

保証がないもの(ウラン濃縮工場、海外返還廃

棄物一時貯蔵施設、むつ中間貯蔵施設)などな

ど下北半島原子力化の完結にはほど遠く、青

森県は「核のゴミ捨て場」にされようとして

いるのが実態です。その現状と危険性を、あ

らためて以下に紹介します。

３．再処理とMOXの現状

⑴ 再処理工場

① 再処理工場は、当初1999年8月の操業を

予定していましたが、ガラス固化の失敗、

事故・トラブルの続出で停止。新規制基

準に基づく事業変更許可はなされたもの

の設工認手続が難航し竣工(建設工事が完

了して、検査をパスして使用可能な状態

になること)に至っていません。

② 日本原燃は、本年11月の設工認審査完

了と2026年度中の竣工(27回目の延期、当

初計画から26年遅れ)を表明していますが、

先行きは全く見通せない状況にあります。

設工認遅れの原因は、検査対象の設備

機器類が約6万個所とぼう大であるうえ、

そのうちアクセス困難なレッドセル内の

機器約3万7000個所について検査が不可能

なため、耐震性審査が難航しているから

です。

基準地震動700ガルに耐えられる補強工

事が完成しなければ、竣工に漕ぎ着けるこ

とはできません。

⑵ MOX燃料加工工場

日本原燃は、MOX工場の竣工を2027年度とし

ていますが、工場の建設進捗率はわずか12％

(地下部分の工事段階)にすぎず、前記のよう

に再処理工場自体の竣工が危ぶまれ、また、

プルサーマル計画が頓挫してプルトニウム消

費ができない状況のもとでは、計画通りの竣

工は絶望的と言わざるをえません。

４．高レベル廃棄物一時貯蔵施設

英・仏の再処理工場に委託して出てきた高

レベル廃棄物(高レベルガラス固化体とTRU廃

棄物)の返還状況は以下のとおりです。

⑴ ガラス固化体の返還実績と貯蔵状況

・仏国分 1310本が返還完了(2007年度末)

・英国分 これまで520本が返還され、残

330本のうち150本が近々返還予定です。

高レベル貯蔵管理センターの貯蔵容量

は当初1440本でしたが、増量に対応す

るため貯蔵建屋を増設。合わせて2880

本になります。

⑵ TRU廃棄物の返還予定(電気事業連合会PDF

より)

・仏国分 固型物収納体(CSD-C)約1800本

と低レベル放射性廃棄物のガラス固

化体(CSD-B)10本程度を単一返還(TRU

廃棄物を放射線レベルが同程度とな

るガラス固化体に置き換えて返還す

ること)約20本の計画あり。

仏国からの1800本分をガラス固化

体20本と交換する計画案が電事連か

ら提示されたが、宮下知事は反対の

意向(2024年)。

・英国分 セメント固化体約2700本と雑

固化体約5100本分を単一返還とし

て、ガラス固化体約70本(日本政府

は英国の提案を妥当と評価。三村

前知事が受入表明)。

５．高レベル廃棄物の処理・処分の無策
⑴ 高レベル廃棄物の最終処分

① 高レベル廃棄物一時貯蔵施設内のガラ

ス固化体

基本協定によると、一時貯蔵期間は30～

50年間と定められており、最初の期限が本

年4月26日に到来しましたが、一本も搬出

されませんでした。しかも最終期限の

2045年までに協定が守られる保証は全く

ありません。搬出期限までに搬出先である

最終処分場操業のメドが全く立っていない
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からです。すなわち、搬出期限は残り20年

を切っているのに、処分事業者のNUMOの計

画では、処分場操業開始まで30年かかると

されており、しかも、候補地すら決まって

いないのですから搬出が原始的不能(契約

が成立した時点で、すでに債務の履行が不

可能な状態を指す)であることは明らかで

す。

② 六ヶ所再処理工場で発生した廃棄物

再処理工場は、2006年にアクティブ試験

が開始されて、現在ガラス固化体346本、

TRU廃棄物473本、高レベル廃液245㎥が工

場内に貯蔵されています。低レベル固体

廃棄物は、燃料被覆管せん断片及び燃料

集合体端末片が221本(1000Ｌドラム換算)、

チャンネルポックス及びバーナブルポイ

ズンが252本(200Ｌドラム缶換算)、雑固

化体61561本(200Ｌドラム缶換算)が保管

されている。廃液は工場が稼働再開すれ

ば固化体にされ、既成の廃棄物と一緒に

最終処分されることになっています。工

場の稼働期間は立地当初から40年間と県

民に説明されており、日本原燃によると8

00トン処理すると年間1000本のガラス固

化体が製造されるので、工場閉鎖時の高

レベル廃棄物の数量は膨大なものになり

ます。

再処理工場内の高レベル廃棄物(ガラス

固化体・TRU)の貯蔵期間については平成2

7年 5月22日の閣議決定において「30年から

50年程度貯蔵した後順次最終処分する」

と決められています。

ガラス固化体の第1号は、2006年に始まっ

たアクティブ試験で2008年7月に製造され

ているので、2038～2058年までには工場

から搬出して最終処分されなければなり

ませんが、前述のような最終処分場選定

の実情に照らして、この閣議決定も空証

文に終わることは目に見えています。

⑵ 使用済燃料の中間貯蔵

① 中間貯蔵とは

原発の使用済燃料貯蔵容量が限界に達す

ると、核燃料の交換ができず運転停止す

るため、再処理までのつなぎ対策として

計画された貯蔵方法です。貯蔵建屋を原

発敷地内あるいは敷地外に建設する2つの

方法があります。

② むつ中間貯蔵施設(RFS)

RFSは東電と日本原電が事業主体となっ

て計画した乾式貯蔵方式によるわが国最

初の敷地外中間貯蔵施設です。その後岡

山県上関町にも白羽の矢が立てられまし

たが、最終立地決定に至っていません。

RFSの貯蔵規模は5000トン(1期工事3000

トン、2期工事2000トン)で、搬出期限は初

搬入から50年。2024年9月26日、東電柏崎

刈羽原発の使用済燃料69体入りのキャス

ク一基が初搬入されました。

③ RFSの問題点

使用済燃料の貯蔵期間は50年ですが、

協定書には具体的な搬出先は明記されて

いません。しかし、中間貯蔵の目的から

すれば当然再処理工場になるはずなので、

第7次基本計画では「六ヶ所再処理工場」

とする方針が記載されました。

しかし、前述したように、再処理工場

の竣工が先送りされていること、工場操

業の意義が失われていること、工場の操

業に多くの危険性が指摘されていること、

後に詳述するように総事業費が当初試算

の1.34倍の15兆6200億円にふくれあがり

再処理の経済性(経理的基礎)が失われて

いることなど、再処理政策の破綻が顕著

になった現状に鑑み、50年後に確実に使

用済燃料をRFS施設から再処理工場へ搬出

できるかは極めて不確実です。RFSが最終

処分場にさせられるのではないか。むつ

市民、青森県民の疑問と不安に対し、国
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も県も協定遵守の一点張りで納得のいく

回答を出していません。むつ市以外の自

治体に中間貯蔵施設が立地した場合でも

同じ問題が生じます。

④ 敷地内中間貯蔵

敷地外中間貯蔵計画が円滑に進まない

事態に備えて、原発敷地内にプールとは

別に乾式貯蔵施設を増設する対策が推進

されています。福島第１と東海第２では

すでに実施されていますが、最近では高

浜・大飯・美浜・女川原発に設置許可が

下りています。しかし、この増設計画に

対しては、福井県の地元からは、使用済

燃料の県外搬出処分の約束が守られてい

ない、原発の延命による「核のゴミ」の

増大につながるという理由で反対の声が

上がっています。

６．六ヶ所核燃…ウラン濃縮、低レベル最終

処分

⑴ ウラン濃縮工場

許可申請当時の稼働(生産)計画は年間1500

トンでしたが、その後450トンにスケールダウ

ンして、現在は112.5トン分の生産を再開、残り34

5.5トン分は準備中。生産能力は当初計画のわ

ずか5％に落ち込んでいます。世界的に濃縮ウ

ランは供給過剰であり、安価に輸入できるこ

とから、六ヶ所ウラン濃縮には経済性が認め

られず操業継続は国民の負担を増やすだけで

す。工場は早急に廃止措置の対象とすべきで

す。

⑵ 低レベル廃棄物最終処分場

埋設施設は、1号施設(焼却灰などの均一固

化体)と2号施設(金属類、プラスチックなどの

充填固化体)ですが、2号が満杯となり3号施設

(充填固化体)が増設稼働しています。現在の

埋設ドラム缶数は合計約36万本で埋設は続い

ています。

埋設ピットは覆土されることになっていま

すが、工事未了のため雨ざらしのままひび割

れ状態です。

最終埋設本数は300万本で、管理は30年間の

みで、その後は立ち入り禁止措置をとられる

ものの、覆土完了から300年間は居住禁止や掘

削の制約などの消極的な管理で終わります。

７．大間原発

日本電源開発(Jパワー)が事業主体で計画す

る全炉心にMOX燃料装荷可能な改良型沸騰水型

軽水炉(ABWR 138万3000kw)。

2008年に着工しましたが、東日本大震災の

影響で工事が中断し(現在の工事進捗率は38％)、

Jパワーは2030年度の運転開始を目指すとして

いますが、規制委の審査の長期化、安全対策

工事の遅れなど課題は山積しており、竣工時

期は不透明です。

もんじゅ無きあと、プルサーマル計画の中

核的存在である大間原発の運転遅延は、プル

サーマル原発稼働の停滞とあわせて、核燃料

サイクル・再処理の推進政策に強い疑問を投

げかけています。また、原発運転後に出るMOX

使用済燃料の処理処分問題も全く未解決です。

大間原発の建設に対しては、函館市民が結

成した「大間原発訴訟の会」が、2010年7月に

被告電源開発に建設・運転差し止め(被告電源

開発と国に対し慰謝料請求)を求めて函館地裁

に提訴しましたが、裁判所は「設置変更許可

申請に対する規制委の審査・処分がされてお

らず、原発の事故発生の具体的危険性がある

と認めることは困難」という「肩すかし判決」

で原告の請求を棄却しました(現在札幌高裁で

審理中)。函館市も、被告国に対し許可処分の

無効確認、電源開発に対し建設・運転の差止

を求めて東京地裁に提訴し審理中です。

８．東通原発

東北電力1号機(BWR 110万kw)は2005年12月
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に営業運転を開始しましたが、2011年3月の東

日本大震災が発生し停止中です。現在新規制

基準に基づく適合性審査中ですが、施設直下

に断層があることが認められ重要施設の建て

直し工事中です。

また、太平洋側海溝地震による巨大津波対

策として、原発敷地を盛土で4mかさ上げする

対策を最近発表しました。安全対策工事の完

了時期は延期が繰り返され、東北電力は2025

年9月末をめどに完了時期を示すと発表してい

ますが、再稼働は不透明な状況にあります。

また、東京電力1号機(138万5000kw)につい

ては、2011年1月に着工しましたが、福島原発

事故を受けて本格工事は見合わせています。

９．まとめ

以上のように、青森県に集中立地した原子

力施設のうち、まともに稼働・運転している

事業は、低レベル廃棄物最終処分、高レベル

廃棄物(ガラス固化体、使用済燃料)の一時・

中間貯蔵など「核のゴミ」の貯蔵施設だけで

す。

再処理は破綻しており、六ヶ所再処理工場

が、廃止措置中の東海再処理工場やもんじゅ

と運命を共にする日は遅くない時期に到来す

ると確信しています。

原発も竣工、運転再開には多くの課題を抱

えており、先行きは見通せない状況にありま

す。

このままでは、青森県は「核のゴミ捨て場」
にさせられ、次世代に負の遺産を引き継がせ
ることになってしまいます。廃棄物はこれを
作り出した私たち現世代の責任で解決しなけ
ればなりません。

第２．原発回帰の流れを断ち切るために
１．第7次エネルギー基本計画(2025.2)の位置

づけ

⑴ 第7次計画は、原子力政策の中で原発、核

燃を次のように位置付けました。

① 原発

原発の持続的最大限活用・電源構成割合

２割

⇒再稼働促進、新増設・建て替えの

容認、60年超の運転延長

⑵ バックエンド対策

① 核燃料サイクル(核燃)の推進の立場を

堅持。プルトニウム利用という基本方針の

もと六ヶ所再処理工場とMOX燃料工場の竣

工は必ず成し遂げるべき重要課題、官民一

体で取り組む重要課題と位置付ける。

② 高レベル廃棄物の最終処分問題は、原

子力の長期利用の観点から重要課題であ

り、取り組みを抜本的に強化。

⑶ 基本計画の豹変

3.11以降の基本計画は、福島原発事故の反

省のもとに「可能な限り原発依存度を低減す

る」と宣明した。

7次基本計画も「事故を二度と繰り返しては

ならない。事故の反省を一度たりとも忘れて

はならない」と美辞麗句を並べたが、手のひ

らを返したように、国際エネルギー事情など

を口実として依存度低減の文言を削除し、原

発回帰に逆戻りしてしまいました。核燃政策

の堅持、最終処分の取り組み強化は、バック

エンドを完成して安定的な原発稼働を確保し

ようという狙いが明らかです。

⑷ 基本計画批判

エネルギー問題は、国の基幹政策であるか

ら、その計画は確たる達成の裏付けがなけれ

ばなりません。しかし、基本計画は、できも

しない計画の羅列で机上の空論、希望的観測

と言わざるをえません。

２．基本計画と規制の実情

⑴ 原発再稼働

電力会社をはじめとする電力業界、経団連、

国民民主党などはこぞって基本計画を評価し

ています。計画策定前後(2024～)以降の原発

再稼働をめぐる状況は以下のとおりです。原
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発回帰の加速振りが窺えます。

・2024年12月26日 女川原発2号機再稼働

・2024年11月13日 敦賀原発2号機の再稼働

…規制委不合格

・2024年12月 7日 島根原発2号機再稼働

・2025年 4月30日 泊原発3号機

規制委…新基準適合

・2025年 5月22日 美浜原発3号機(40年超

原発)運転再開

同年 7月22日 関電が敷地外での革新軽

水炉の建て替え等に向けた地

盤調査を行う方針を発表

※その他

・柏崎刈羽原発

7号機 テロ対策施設が完成せず再稼

働先送り

6号機 許可は下りたものの、新潟県

知事の同意が焦点

・東北電力東通原発1号機 規制委で審査中

・大間原発 規制委で審査中…基準地震

動を了承 原発本体の審査へ

⑵ 有名無実な規制実態

福島事故が原子力行政の規制と推進の未分

離によって起きたことの反省と教訓から創設

された規制委と規制庁には、厳格な中立・公

正性が、規制委には加えて強い独立性が要求

されました。しかし、発足した規制委の委員

の多くは原子力推進側の出身者であったり、

原子力産業との癒着が指摘され、適格性に疑

いがもたれる構成でした。また、規制庁職員

もかつての安全審査に携わった官庁(経産省、

科技庁)の出身者であったり、ノーリターンルー

ルは形骸化し、中立、公正、独立性に強い疑

問が持たれています。原子力推進委員会、原

子力推進庁と揶揄されるゆえんです。

安全(適合性)審査の基準となるガイドや評

価基準を朝令暮改的に改変・緩和、原発の安

易な再稼働を連発、老朽原発の60年超稼働の

容認など一連の審査は、設置の目的、規制機

関の本分を忘れ、3.11以前の安全審査に逆戻

りした様相を呈しています。

現在再処理裁判では、レッドセル問題が論

争中ですが、この問題は竣工の可否と訴訟の

勝敗を分ける重大な争点です。被告規制委が

独立・中立・公正の姿勢を貫いて適正な審査

をするよう国民の不断の監視が必要です。

⑶ 司法判断

一方、規制の一角を担う司法の原子力裁判

に対する対応は、福島事故後は下級審におい

て原発再稼働を止める良心的判決や決定が出

ましたが、最近は3.11以前に後戻りしてしま

いました。

住民敗訴の判決は、被告の主張を無批判的

に容認し原告の主張を合理的理由なしに却下

し、科学的知見を排斥し、かつての安全神話

に依拠して国策に忖度した行政追随の司法判

断がほとんどです。

原子力災害は最大の人権侵害です。裁判所

は人権擁護の府として第2の「フクシマ」を防

ぐ責務があります。しかし、近時裁判所はそ

の役割を放棄しているとしか思えません。こ

のような司法の反動を基に戻すには、反原発・

反核燃の国民世論を更に喚起し、原子力政策

の転換を図り、原子力の危険を裁判官に認識、

理解してもらう地道な運動が求められていま

す。

〈最近の判決事例〉

① 福島原発事故被害住民が提起した損害

賠償請求事件で国の責任否定(最判2022．

6.17判決)

② 東電役員を被告とした東電株主代表訴

訟の逆転棄却判決（東京高裁2025.6.6判

決)

③ 東電役員に対する業務上過失致死傷事

件の無罪確定(2025.3.5最高裁上告棄却

決定)

④ 伊方原発差止請求棄却(広島高裁2025.3.5

判決)・(松山地裁2025.3.18判決)

３．再処理なき社会の実現に向けて

核燃サイクルの中核で破綻寸前の再処理工

場に焦点を当てて、私たちは今何をすればよ

いのかを検討してみます。

言うまでもなく、反対運動には、有効にし

て確たる戦術の構築が必要です。

敵の弱点はどこにあるのか、何故政・財・

官は再処理をやめられないのか。この２点を

問題意識として共有して戦いに臨めば勝機は
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必ず訪れます。

４．再処理事業の弱点

⑴ 未熟な再処理技術

「止める、冷やす、閉じ込める」の安全3原

則の中でも、再処理にとって最も重要な安全

対策は、冷やすことです。再処理工場の保守

管理中の2022年7月2日に高レベル廃液の冷却

機能一時喪失事故が起きました。これ以外に

も大小あわせて200件を超える事故・トラブル

が起きています。工場停止の直積的原因となっ

たのはガラス固化の失敗ですが、未だ復旧の

メドは立っていません。

⑵ 経済性の喪失

2025年6月に再処理機構が試算して公表した

再処理工場の総事業費は15.62兆円に膨れあが

り、これにMOX工場の総事業費2.60兆円を合計

すると、18.22兆円になります。この負債の中

には再処理工場の操業予定期間40年後の分は

反映されていませんし、今後の物価や人件費

の上昇も考慮していないため、更に増額にな

る可能性があります。18兆円は、従来型原発

の約十数倍、新型原発の約十数倍の建設費に

相当します。

この費用は、消費者の電力料金に加算され、

結局は国民負担となることを忘れてはなりま

せん。高速増殖炉もんじゅが廃止措置となり、

プルサーマル計画が破綻すれば、このような

巨費をドブに捨てることになってしまいます。

日本原燃は、再処理機構の下請けとなって

再処理事業を行っていますが、これまでの売

り上げはゼロで、機構が電力会社から徴収し

た「拠出金」の前払いで、かろうじて息をつ

なぐ経営を続けています。

現在工場の運転は停止していますが、1日3

億円といわれる保守・管理費用が支出されて

います。もんじゅは約1兆円のコストが理由で

廃炉となりましたが、金食い虫の再処理工場

の本格稼働を許してはなりません。

⑶ 事故・被ばくの危険性

再処理工場の立地条件は極めて劣悪です。

活断層が工場の直下を走り、十和田カルデ

ラの火砕流が工場を襲う危険があり、工場に

近接する射爆場での訓練機(F35など)の墜落、

隣接の石油備蓄基地の火災等々事故要因は枚

挙にいとまがありません。

平常運転中でも大量の放射能が大気や海に

放出されます。臨界事故、使用済み燃料の損

傷、高レベル廃液の冷却喪失で発生する蒸発

乾固、有機溶媒の火災・爆発などによる重大

事故の発生は広範囲な住民の死亡と被ばくを

もたらします。

これに対する避難計画はずさんで実効性が

認められません。

⑷ 再処理の意義は失われた

再処理の主たる目的は、使用済燃料からプ

ルトニウムを取り出して電力源とすることに

あります。

しかし、高速増殖炉サイクルは破綻し、プ

ルサーマル原発はわずか3原発4基にとどまっ

ており、六ヶ所再処理工場でプルトニウムを

製造(年間6.6トン)してもその使い道はありま

せん。米国は既に再処理・プルサーマル計画

を放棄しており、英国政府も最近プルトニウ

ムの地層処分による廃棄を決定しました。

逆に、プルトニウム保有は、核不拡散の国

際秩序を乱すとの非難が高まり、政府はプル

トニウム減し政策を余儀なくされているのが

現状です。

再処理の意義は失われ、全量再処理路線は
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完全に破綻しています。

５．再処理に執着するワケ

前記のように、弱点だらけの再処理工場の

稼働をなぜやめないのでしょうか。

その理由を以下のようにまとめてみました。

⑴ 政府・核燃官僚の政策変更リスク評価

① 使用済燃料の搬出先を失うことにより、

原発の稼働が不可能もしくは困難になる

ことの危機感

② 立地協力してくれた地元との信頼関係

を損なうことによる放射性廃棄物の受け

入れ拒否と搬出要求の再現及び廃棄物最

終処分地や中間貯蔵場立地拒否への波及

リスクの回避

③ 海外返還廃棄物の受け入れが不能とな

ることにより国際問題に発展することの

懸念

④ 日米原子力協定上の既得権(ウラン濃縮・

再処理)喪失の危機感

⑤ 核物質(濃縮ウラン・プルトニウム)製

造の拠点がなくなることによる潜在的核

保有能力喪失への焦り。核兵器禁止条約

不参加の背景にはこのような思惑がある

と思われます。

⑥ 再処理政策の中止に伴い生じる責任問

題を回避したい。

⑵ 原子力ムラの思惑

① 使用済燃料の搬出先の確保は、原発の

延命に不可欠

② 六ヶ所再処理工場の閉鎖により、投下

資本の回収が不能となり、保証債務の履

行要求が続出(日本原燃の2024年度の負債

は2兆8530億円）。工場廃止に伴う原状回

復費用の負担や地元自治体に対する補償

問題が発生する事態を回避したい。

③ 核燃事業をめぐって政・官・財・産業

界に張り巡らされた利権構造を守りたい。

６．再処理推進の陰り

政府も電力会社も再処理事業の弱点と矛盾

をかかえながらも、積極的推進の姿勢を変え

ようとしていません。しかし、このような強

気な政策の背後には、以下に述べるような再

処理推進の陰りと躊躇が垣間見えます。

① 長期計画によると、核燃は推進するが、

中長期的対応に柔軟性をもたせると明記

(将来の中止も想定)。

使用済燃料の処分について、直接処分な

どの代替オプションに関する調査・研究を

着実に推進と謳う。

② 使用済燃料再処理・廃炉推進機構の設

立により、再処理は国策国営事業になり

ました。将来政権交代や国際的圧力によ

る再処理政策の転換を契機としてコスト

問題やプルトニウムバランスの確保等を

理由に経産大臣が再処理にストップをか

けることが法的に可能となります。

③ 世界の各地域で戦争が勃発して核兵器

の使用が危惧される情勢の中で、余剰プ

ルトニウムを保有するわが国に対する国

際的非難、再処理中止の世論が高まるこ

とが予想され、日本が孤立するおそれが

あります。

④ 電源構成に占める原発の割合がさらに

低下するおそれ。

⑤ 電力料金高騰に対する消費者の非難・

苦情。

⑥ 総括原価方式の廃止など電力自由化の

促進による電力事業の低迷。

⑦ 再処理の知識と技術を持った専門家不

足、再処理技術の研究、開発体制の不備及

び人材確保・養成の困難。

７．おわりに

孫子の兵法に「敵を知り己を知れば百戦危

うからず」という教えがあります。敵の弱点

を突いて困難な状況を打開し、推進側の危機

感を現実化することによって展望を切り開き、

所期の目的を達成しましょう。

原発がなければ再処理工場はいりません。

再処理工場がなければ原発は動かせません。

青森は原発立地住民と連帯して原子力のない

社会を目指します。原告団が裁判を通じて核

燃の白紙撤回を勝ち取ります。共に頑張りま

しょう。
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１ 被告の主張

被告は、再処理工場は原発に比べて、その

潜在的危険性は小さく、社会通念上直接的か

つ重大な被害を受けることは想定できない。

また、被ばく被害の危険性を抽象的に述べる

にとどまるとして、本訴原告全員が原告適格

を欠くと主張する。

しかしこの主張は、使用済燃料の貯蔵容量

との比較だけでも、本件施設の方が圧倒的に

大量であること、本件施設の潜在的危険性が

原発より小さいという独断的偏見を前提とし

ていること(この点については、原告ら準備書

面(167)を参照されたい)、以下に述べる最大

想定事故評価が欠落している点から失当と言

わざるを得ない。

なお、ウラン濃縮、低レベル廃棄物最終処
分訴訟では、六ヶ所村民、野辺地町民の原告
が原告適格を認められている。

２ 最大想定事故の主張

本準備書面では、6つの事故評価を紹介して

いる。最初の4つは旧訴状で引用したケースで

ある。①本件再処理工場に関するゴフマンの

評価、②西ドイツの再処理工場に関するケル

ン原子炉安全研究所の評価、③ヴァッカース

ドルフ再処理工場に関するグリンピースの評

価、④本件再処理工場に関する高木仁三郎氏

の評価。

③と④は髙木氏の「核燃料サイクル施設批

判」(甲F第10号証)で詳細に解説されているの

で、②についてその概要を述べる。

「事故のシナリオは、使用済燃料プールの

冷却機能喪失事故が起きた場合、風下100km

の住民3000万人が即死する。また、高レベ

ル廃液貯槽の冷却系事故が起きると100km先

で致死線量の200倍、600km先で30ないし40

倍、1万km離れてやっと致死線量の約600レ

ム(6㏜)に下がるという地球的規模での大惨

事を想定している。」

本準備書面では、以上の事故評価に加え、

本施設の使用済燃料プールに関する上澤千尋

氏及び小出裕章氏の事故評価を紹介する。

３ 上澤氏の評価(甲A第20号証)

(1) 経産の条件と方法

使用済燃料プールに貯蔵されている3000tの

燃料に内蔵する放射能のうち1%が環境中に放

出されたケースで被害想定を行なったもので

ある。

使用済燃料は原発の貯蔵施設で1年間冷却保

管したものを仮定している。放出される核種

と放射能量は、表1記載のとおりクリプトン、

ストロンチウム、プルトニウムなど22核種と

それから出る放射能量である。

(2) 距離と被曝線量
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(3) 被曝の影響(健康影響)とその影響が及ぶ

範囲は、表3と図2のとおりである。

① 六ヶ所村を含む上北郡、下北郡、三沢市、

八戸市、青森

市は全数死亡

② 函館市、弘前

市、盛岡市は

半数死亡

③ 岩手県及び秋

田県は急性障

害もしくは一

部死亡

④ 首都圏、横浜

市、北信越地

方、北海道全

域は急性障害

４ 小出氏の評価(「六ヶ所再処理工場の災

害評価に関する覚書」・甲A第727号証)

(1) 事故シナリオ

使用済燃料プール(3000t貯蔵)に訓練中のF1

5戦闘機がバンカーバスター爆弾を抱えたまま

墜落し、爆発する事故が発生した場合、①5%

の放射能が30分間放出するケース(第1期)、②

プール水が抜け冷却不能となり、半日ごとに

燃料が10%ずつ4日間溶融するケース(第2期)。

(2) 被害の及ぶ範囲 ― 第1期のケース

① 急性死者が生じる風向きと人数(表3)

② がん死者が生じる風向きと人数(図2)

再処理工場の事故の場合、アルファ線を

放出する超ウラン元素の存在割合が高くなっ

ており、それらの核種は一度吸入してしま

えば、長期間にわたって体内に残留し被曝

を与え続ける。その結果、仮に事故後1週間

で汚染地から避難したとしても、長期にわ

たって受ける被曝線量は多大なものになる。

その結果生じるがん死者の数を風向別に

図に示す。事故時に風がどちらに向いてい

るかによって被害が発生する場所はもちろ

ん異なる。図2では、それぞれの風向きごと

にがん死者の数を示してあるが、これらは、

すべてがいっせいに生じるわけではなく、
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どれか一つの 風下だけで被害が生じるこ

とになる。たとえば、風向が東北地方を縦

断して東京方面に向かう場合には、100万人

近いがん死者が出ることになる。

③ セシウム137の汚染は約2700kmの彼方ま

で放射線管理区域となる。

(3) 被害の及ぶ範囲 ― 第2期のケース

① 放射能が南に流れると、がん死者は11万

人程度となる。

② セシウム137の汚染は1100kmを超え、日

本全土はおろか東アジアの彼方まで放射線

管理区域となる。

５ 結語

以上により、六ヶ所再処理施設において重

大事故が発生した場合には、広範囲にわたる

住民にがんや放射線被曝が発生するから、本

件旧訴・新訴原告全員に原告適格が認められ

て然るべきである。

最後に、本件準備書面作成にあたり、前記

「覚書」及びセシウム137の汚染範囲(2025年、

なくそう原発・核燃、あおもりネットワーク

主催の3.11集会での講演資料の一部)の引用を

快諾された小出裕章氏に感謝いたします。
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執筆者紹介

準備書面の作

成者中野代理人

は、大間、川内、

伊方、高浜など

国内で提起され

ているほぼ全て

の原発訴訟にお

いて、火山噴火

の危険性に関す

る主張と証人調べの専任代理人として孤軍(?)

奮闘しています。

準備書面は、これまでの証人調べ(主尋問、

反対尋問)の結果を整理し、火山ガイドと規制

委審査の不合理性及び原審判決の不当性を指

摘し、本件再処理訴訟における規制委判断の

過誤・欠落を論破した大作です。以下の要約

でわかり難いところは、ホームページの原典

にあたって理解を深めてください。

火山事象の争点１

火山事象の論点は多岐にわたりますが、立

地評価と影響評価、それぞれについて基準の

不合理性と基準適合性判断の不合理性に大別

できます。

《準備書面要約》

第１ 新規制基準の考え方と近時の裁判例につ

いて

１ 相対的安全と社会通念、新規制基準の考え

方の不合理性

⑴ 絶対的安全と相対的安全

ア 近時、原発の稼働を認める裁判例が相次い

でいる。

しかしながら、これらの裁判例は、いずれ

も原発に求められる安全の程度を極めて緩や

かに解釈している。福島第一原発事故から14

年が経過した現在、残念ながら、裁判官の一

部に、同事故の甚大な被害を忘れ、原発へと

回帰する政府の意向に忖度・追従して、原発

の稼働を容認するという新しい安全神話(現実

を直視せず、思考停止に陥って安全と信じ込

む発想)に染まった者がいるというほかない。

イ 上記の裁判例においては、科学技術につい

て、絶対的安全を要求することができず、原

発の危険性の程度と科学技術の利用により得

られる利益の大きさとを比較衡量した上で、

社会通念上容認できる水準以下であると考え

られる場合には、これを安全なものとして利

用するというのが相対的安全の考え方であり、

これが採用されるべき旨判示されている。

ウ 「新規制基準の考え方」は、一般に、科学

技術の分野においては、絶対的安全を達成す

ることも要求することもできないとする。

重要なのは、相対的安全を前提として、高

度な安全を要求するのか、それとも緩やかな

安全で足りるとするのか、その具体的な内容

を明らかにすることである。そして、福島第

一原発事故の反省や教訓、炉規法の趣旨に照

らせば、高度な安全が要求されるべきである。

⑵ 社会としての受容可能性ではなく、周辺住

民としての受忍可能性を問題とすべきである。

上記の裁判例は、相対的安全の考え方を採

用するとしたうえで、原発の安全について、

社会通念を基準として判断すべきとしている。

しかし、原発においてはリスクと便益の偏

在が存在するから、社会通念を基準とするの

は不合理であり、危険(リスク)を引き受ける

「周辺住民にとって受忍せざるを得ないとい

える程度に低減されているか」という観点で

捉えるべきである。
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⑶ 原規委は社会通念を考慮していなかった。

原規委の中に「社会がどの程度の危険まで

を容認するか」を判断できるような専門家は

いない。原規委は、あくまでも科学者の集団

であり、人文・社会科学的領域の専門家は存

在しない。「専門技術的裁量」という用語も、

裁判所が専門的知見を有しない自然科学的領

域に関する裁量であり、人文・社会科学的領

域について専門技術的裁量は認められない。

そもそも、原子力規制において、「社会通

念」という用語が初めて用いられたのは、福

岡高裁宮崎支部決定が出された直後に策定さ

れた「新規制基準の考え方」からであって、

それ以前の原規委の文章に「社会通念」とい

う文言はない。

原規委が、当初から、「社会がどの程度の

危険までを容認するかなどの事情をも見定め

て、専門技術的裁量により選び取るほかない」

と考えていたわけではなく、宮崎支部決定で、

火山ガイドは不合理であるけれども、破局的

噴火のリスクについては、社会通念上容認で

きるという判示がされたために、原規委が、

裁判対策としてこのような主張をするように

なったものである。

愛媛県の伊方原子力発電所環境安全管理委

員会原子力安全専門部会において、森伸一郎

委員から、「安全性をどのように定義してい

るのか」との質問に対し、原規庁の米林氏は、

「基本的に安全性は科学的、技術的見地から

ということで、考えております。」と回答し

ている。

原規庁・技術基盤課の川口氏は、「国民の

リスク受け入れられるとかそういった観点に

ついては今回含まれているものではないと認

識している」と回答している。

社会通念論が後付けの論理であることは明

白であり、新規制基準の策定時には、そのよ

うな考え方は存在しなかった。

原規委・原規庁は、社会通念がどのような

ものであるかという観点で調査・研究を行っ

てもいないのであり、原規委が社会通念を判

断できる、あるいは判断しているという前提

自体が事実誤認である。

２ 原規委の策定する基準が社会通念を具現化

しているか。

⑴ 社会通念を具現化しているというのは事実

誤認である

上記裁判例は、原規委が策定した「安全性

の基準は、社会通念上求められる程度の安全

性を具現化したもの」「社会通念上求められ

る安全性の程度を具体化したもの」などと判

示し、原規委が、その基準に適合すると判断

した原発は、「安全性を具備するものと一応

推認するのが相当」などとして、原規委の定

めた安全基準こそが安全の程度を具現化して

いるとする。

しかし、原規委の基準は安全性

の基準ではなく、あくまでも

「規制」基準である。この点は、

田中俊一・元委員長が、繰り返

し、「基準に適合したからといっ

て安全とは申し上げない」「基

準さえ満たせば安全であるとい

う誤解を呼ぶ」などと発言して

いるところから明かである。

裁判所は、原規委の判断が社会

通念そのものであるかのような

虚構を作り出して、大きな自然現象を敢えて

「想定外」にしようとしている。このような

虚構こそが、「安全神話」であり、事故後14

年を経て、新しい安全神話が完全に復活して

しまったというほかない。

⑵ 次の福島第一原発事故を止めるための判断

枠組みが求められる

鹿児島地判や松山地判のような枠組みを採
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用すれば、規制行政の判断が社会通念である

と判断されるのであるから、福島第一原発事

故を防げたはずがない。これらの裁判例の不

当性はあまりにも明白である。

３ 現実の原規委の姿

ア 以上述べてきたとおり、近時の裁判例は、

明らかに原発推進へ回帰しており、公平性を

欠く不当な判断を繰り返している。福島第一

原発事故の教訓どころか、同事故以前の判断

枠組みに戻っており、新しい安全神話(現実を

直視せず、思考停止に陥って安全と信じ込む

発想)に染まっているというほかない。

司法は、福島第一原発事故を防ぐことがで

きなかった。その反省を踏まえれば、国民の

生命や身体の安全を守るため、今度こそ厳格

な司法判断を行って、次の福島事故を防がな

ければならない。それには、原子力行政に対

する健全な警戒感を持つことが不可欠である。

イ 今の原規委は、裁判で、基準が不合理だ

という指摘を受けると、より安全な方向に規

制を修正するのではなく、基準

自体を緩めてしまうという改悪

をして、何とか原発を稼働でき

るように必死になっている。

国会事故調査委員会の委員長

であった黒川清氏は、「日本の

安全対策は明らかに不十分」

「あれだけの事故が起きて10年

が経っても、政策は本質的に変

わっていない」「7項目の提言は

ほとんど顧みられず、『規制の

虜』の問題も残ったまま」「日

本はいまだに事故の教訓をしっ

かりとくみ取らず、その教訓は瓦礫となって

取り残されている」などと発言している。こ

れが、現実の原子力規制行政の姿である。

ウ このような組織が作る基準が、社会通念

を具現化したものだなどというのは、あまり

にも非現実的で荒唐無稽な虚構というほかな

い。

４ 行政訴訟における判断枠組み

⑴ 行政裁量が認められる場合の一般的な判断

枠組み

一般に、行政裁量が認められる場合の裁量

権の逸脱・濫用が認められる場合としては、

①法律の目的違反、②不正な動機、③平等原

則違反、④比例原則違反などが挙げられてい

る。

考慮事項審査においては、❶考慮すべき事

項を考慮したか（要考慮事項の不考慮）、❷

考慮すべきでない事項を考慮していないか

（他事考慮）のほか、❸各考慮事項について

重要度を評価し、当該評価を誤った場合にも

裁量権の逸脱濫用を認める実質的考慮事項審

査があるとされる。

⑵ 原発訴訟における特殊性・・・政治的・政

策的裁量ではない

原子力施設に係る判断においては、行政庁

に認められる裁量が、広汎な政治的・政策的

裁量ではなく、専門技術的裁量である点に注

意が必要である。

したがって、本件のような原子力施設に関

する処分の違法性判断においては、通常の裁

量統制よりも厳格な判断が求められる。

第２ 争点Ⅰ‐立地評価に関する基準の不合理性

１ 平成25年火山ガイドの策定経緯等

⑴ 巨大噴火とそれ以外を区別していなかった

こと

ア 平成25年火山ガイドにおいて巨大噴火とそ

れ以外を区別していたことを被告が主張立証

しなければならない

重要なのは、火山ガイド策定に係る議事録

のどこにも、巨大噴火とそれ以外の噴火とを

区別して審査を行い、巨大噴火については緩

14



やかな評価で足りるという内容の記載・議論

がないことである。

そもそも、巨大噴火とそれ以外とを区別し、

巨大噴火について緩やかな評価で足りるとす

る令和元年火山ガイドが合理的である旨を主

張立証しなければならないのは被告である。

イ 被告の主張に対する反論

被告は、準備書面⒃の第2・4項及び5項にお

いて、原告らの主張によっても巨大噴火とそ

れ以外について評価方法を別異に扱うことは

否定されないかのように反論している。

しかし、平成25年火山ガイド策定時に、巨

大噴火とそれ以外とを区別し、前者について

緩やかな評価で足りると考えていなかったこ

とは、火山ガイドの原案を作成した安池由幸

氏が証人尋問で認めた事実である。

安池氏は、令和元年火山ガイドの前提となっ

た「基本的な考え方」について、平成２５年

火山ガイド原案とは「少し違うなと思います

けどね」と明確に証言している。

⑵ 活動可能性評価とモニタリングの関係

ア 議事録や証人尋問等から推認できる事実

火山ガイドの作成に関わった山田課長自身

が、火山の活動可能性評価について、地震と

比較しても「かなり熟度が低い」、その不確

実性を補うためにモニタリングをする、それ

がガイドの根っこにあるなどと発言している。

これらの発言は、明らかに被告の主張とは

異なっている。活動可能性評価が十分な確度

でできないからこそ、モニタリングによって

前兆現象を把握し、把握した場合には原子炉

の停止、核燃料の搬出を行うこととしたのだ

から、モニタリングによって前兆現象を把握

することが困難だということであれば、不確

実性の大きい活動可能性評価だけで安全が確

保できることにはならないのは当然である。

火山ガイド原案を作成した安池氏は、自身

は、平成25年火山ガイド策定時に、モニタリ

ングの実力を誤解していなかったとしつつ、

上記山田課長の発言に対して、「少し説明が

少し違うなとは思いました、私も」とか「ちょっ

と違うかなという気はしますね」などと、安

池氏の認識とは違う、すなわち、山田課長ら

はモニタリングの実力を誤解していたことを

認める証言をしている。

２ 争点Ⅰ①（立地評価が保守的なものになっ

ていないこと）に関連する部分

⑴ 噴火予測や活動可能性評価の困難性

ア 科学的知見に不確実性が存在することは被

告も認めている

被告は、それぞれの考慮事項や科学的知見

について、個々に見れば、その精度や正確性

等に一定の限界があることを認め、火山ガイ

ドの立地評価の方法は、噴火の時期及び規模

を的確に予測できることを前提としたもので

はないことを認めている。

その上で、被告は、巨大噴火の立地評価に

おいて行われるのは、巨大噴火がいつ起きる

のか又はいつまでは起きないのかを予測しよ

うとするものではなく、社会通念による考慮

も含めて、「火山の現在の活動状況は巨大噴

火が差し迫った状態ではないと評価できるか」

(ａ要件)及び「運用期間

中における巨大噴火の可

能性を示す科学的に合理

性のある具体的な根拠が

得あれているかどうか」

(ｂ要件)であるとする。

しかし、これは趣旨不明

である。原発に設計対応

不可能な火山事象をもた

らすような噴火が、少な

くとも運用期間中におい

ては発生しない(発生する

可能性が極めて小さい)と
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いえなければ、原発の安全は確保されず、災

害の防止上支障がないとはいえないはずであ

る。「巨大噴火がいつまでは起きないのか」

を適確に予測できないのであれば、保守的に、

発生するものとして扱えばよいのであって、

ａ要件やｂ要件を満たすだけで、なぜ「災害

の防止上支障がない」とか「想定される自然

現象が発生した場合においても安全機能を損

なわない」といえるのか、判断過程やその合

理的根拠について、被告は何も主張立証して

いない。

イ 不確実なものを総合しても確度の高い科学

的判断にはならない

被告は、それぞれの考慮事項や科学的知見

について、個々に見れば、その精度や正確性

等に一定の限界があることを前提としており、

その上で、そうであるとしても、これらを総

合的に考慮することにより、ａ要件やｂ要件

を評価することは可能であるとの考え方に立っ

ていると反論する。

しかし、被告は、具体的に、何をどのよう

に総合すれば、不確実なものが信頼性の高い

評価になるのか、何も説明しておらず、判断

過程が理由とともに明示されているとはいえ

ない。

この点につき、巽証人鹿児島尋問では、不

確実なものを総合して確実性の高い予測と評

価することは可能か、との質問に対し、「そ

れは当然ながら不可能です」と明確に否定さ

れている。巽岩国尋問でも、「誤った評価を

いくら総合して判断したところで、全体とし

て合理性のある評価にはなりません。」とし、

総合考慮論によって住民側の請求を退けた広

島高裁仮処分決定に対しても、厳しく批判し

ている。

⑵ マグマ溜まりを把握できないこと

原告らは、火山学の専門家の発言を踏まえ、

また、マグマ学の世界的権威である巽氏にご

協力いただいて、地球物理学的調査によって

も、地下に巨大噴火を引き起こすようなマグ

マ溜まりが存在するか否かを精度よく把握す

ることは困難であることを主張した。

具体的には、①そもそも相当稠密な調査が

行われない限り、地球物理学的調査によって、

地下のマグマ溜まりを把握することは困難で

あること、②マグマがマッシュ状(粥状)で存

在する場合には、把握はさらに困難であり、

これらが再活性化すると短期間で噴火可能な

状態になり得ること、③巨大噴火を引き起こ

すマグマ溜まりが必ず浮力中立点付近に定置

するとは限らず、より深部まで調査をする必

要があるが、深部になればなるほど把握が困

難になることなどを根拠として、原規委のい

う「ポテンシャルの把握」も困難であること

を指摘した。

⑶「基本的な考え方」の不合理性

ア 原告らの主張

原告らは、「基本的な考え方」について、

平成25年火山ガイドの考え方とは異なり、実

質的に平成25年ガイドを改悪し、宮崎支部決

定が考え出した社会通念論に依拠して、巨大

噴火について極めて緩やかな審査しか行わな

くてよいとするものだと主張し、「基本的な

考え方」が示すａ要件(非切迫性の要件)及び

ｂ要件(具体的根拠欠缺の要件)について、そ

れらがいずれも不合理であることを主張した。

イ 想定される自然現象に関する裁量

被告は、原子力施設に求められる安全を

「相対的安全」とし、その具体的水準は、原

規委が、我が国の科学技術水準のみならず、

災害の特徴等を踏まえ、我が国の社会がどの

程度の危険性であれば容認するかという観点

も考慮に入れなければならず、その判断は原

規委の専門技術的裁量に委ねられていると主

張する。

しかし、「専門技術的裁量」というのは、

社会通念とは無関係な科学的、技術的な判断

であるし、原規委も、平成25年火山ガイドの

時点ではこのような考え方を採用していなかっ

た。

被告は、自然現象について、どのような規

模のものを想定すべきかという点は原規委の

裁量に委ねられているとし、司法審査が及ば

ないものであるかのように主張するが、絶対

に忘れてはならないのは、福島第一原発事故

は、想定すべき自然現象を誤り、大規模な自

然現象の発生可能性が指摘されていたにもか

かわらず、これを否定し続けた挙句に発生し
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た人災だということである。原子力規制行政

は、この点で判断を誤ったという動かし難い

事実が司法判断の中心に据えられなければな

らない。

どのような自然災害まで考慮するかは原規

委の裁量に委ねられているなどという主張は

法の趣旨・目的に反する解釈であって、言語

道断のものというほかない。

なお、被告は、巨大噴火について極めて低

頻度というが、日本全土で、VEI7の破局的噴

火でも1万年に1回程度の頻度、VEI6の巨大噴

火については数千年に1回程度の頻度であって、

一般には低頻度といって差し支えないが、少

なくとも原子力の分野で、この程度の頻度の

自然現象を考慮すべきことは当然である。SSG

-21でも、深刻な事故の発生頻度を10 以下程

度に抑えるべきことが指摘されており、安全

目標も、セシウム137が100T㏃を超えて放出さ

れるような事故を10 以下に抑えることとさ

れていることからも明らかである。

平成25年火山ガイド策定時には、巨大噴火

は低頻度事象とは考えられていなかったこと

は明らかであり、被告の主張は後付けにすぎ

ない。

４ 争点Ⅰ②（巨大噴火とそれ以外を区別して

いること）に関連する部分

⑴ 社会通念論について

ア 平成25年火山ガイドは社会通念論を採用し

ていなかった

イ 巽氏の指摘に対する反論部分について

巽氏は、危険値という概念を用いて、社会

通念を論ずるのであれば定量的に論ずるべき

ことを主張する。

これに対し、被告は、危険値という概念は

独自のものであり、原子力規制においては、

「被害が大きければ大きい事象であるほど、

たとえ低頻度であっても考慮するという危険

値なる考え方は採用されていない」などと主

張する。

しかし、危険値という概念は、確率の大き

さに被害の大きさを乗じた数値であり、統計

学における期待値をさす（災害に用いるため、

「期待値」というのは不適切なので「危険値」

と言っているにすぎない）。期待値という考

え方は、統計学においては極めて基本的な考

え方であり、巽氏独自のものでは全くない。

⑵ 安全目標との関係について

原告らは、巨大噴火が日本において数千年

に1回程度の頻度で発生する自然現象であるこ

とについて、安全目標においてセシウム137が

100T㏃を超えて放出されるような事故を10

以下に抑えることとされていることに照らし、

巨大噴火を考慮することは当然であり、社会

通念によってこれを無視ないし軽視すること

は許されない旨主張していた。

⑶ SSG-21との関係について

SSG-21でも、深刻な事故の発生頻度を10

以下程度に抑えるべきことが推奨されており、

社会通念を理由に、一般的に巨大噴火のリス

クを無視することは想定されていない。

５ 争点Ⅰ③(巨大噴火に至らない噴火の噴火

規模の取扱い)に関連する部分

⑴ カルデラ形成期と後カルデラ期との違いを

踏まえたものとの点について

ア 原告らの主張

原告らは、巨大噴火に至らない噴火につい

ては社会通念で容認することはできない以上、

考慮すべき噴火規模としては、巨大噴火に準

じる規模でなければならないと主張していた。

にもかかわらず、令和元年火山ガイドは、

「過去に巨大噴火が発生した火山については、

当該火山の最後の巨大噴火以降の最大の噴火

規模とする。」と定め、巨大噴火に準ずる規

模の噴火を考慮しなくてもよいこととしてい

る。これは論理的にも火山学的にも合理性の

ない判断であり、令和元年火山ガイドは不合

理である。

イ 被告の主張に対する反論

これに対し、被告は、カルデラ形成期以前

と後カルデラ期では噴火の頻度や規模、マグ

マの化学組成に大きな変化が認められる場合

があり、また、噴火に係るマグマの化学組成

が全く異なるものとなり、後カルデラ期の活

動は、新たなマグマ供給系によるものと推定

される例が多いことを理由に、最後の巨大噴

火以降の後カルデラ期を想定するのが合理的
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との判断に基づくものであると主張する。

しかし、この点に対しては、巽氏が繰り返

し批判しているとおりであり、後カルデラ期

というのは、カルデラ噴火が終わった後の時

期ということを意味するにすぎず、仮に、現

在「後カルデラ期」に分類されるとしても、

次の巨大噴火まで時間的猶予があると判断す

ることはできない。

また、巽氏は、マグマの化学組成が変化し

たとしても、それだけで次の巨大噴火が発生

しないということはできず、実際に、化学組

成が変化しても巨大噴火が発生した例として、

鬼界カルデラの例を挙げている。

さらに、マグマ供給系の変化については、

巽氏が証言しているように、現在の火山学の

知見では、マグマ供給システムの変化を明瞭

に把握することはできない。

⑵ 運用や審査実績を踏まえたものとの点につ

いて

被告は、平成25年火山ガイド策定の際には、

当時の火山学の知見を踏まえて一から作成す

る必要があり、当時の知見を十分に反映して

作成した上で、新たな知見や経験の蓄積等が

あれば、それらを適切に反映していくことで、

継続的な安全性の向上に資することができる

と考えられていたこと、そもそも審査ガイド

は、最低限、必要な限りにおいて根幹となる

検討フローや確認事項が記載されていれば足

り、その後の審査実績の積み重ねにより審査

における確認事項等が明確化されるという柔

軟性も兼ね備えた側面もあるから、令和元年

火山ガイド改正は、それまでの審査実績等に

応じて、原規委の従来からの巨大噴火の可能

性評価の考え方等を明確にしたものである旨

主張する。

しかし、実際の運用や審査の経験・実績が

基準になるというのは、倒錯も甚だしい議論

である。原規委に求められるのは、原発に求

められる安全を確保できるような基準を策定

し、事業者の申請内容がこれに適合するか否

かを判断することである。たとえ、一から作

成する必要があるとしても、時間をかけて安

全を確保できる基準を策定すべきであり、何

の弁解にもならない。このことは、火山ガイ

ドの原案を作成した安池氏も、「基準につい

てあまり具体的には書けなかったため、審査

任せになった」と認めていることからも明ら

かである。

これでは、深刻な災害が万が一にも起こら

ないように、災害の防止上支障がないものと

して定めなければならない審査基準の用をし

ていない。

にもかかわらず、原規委は、大まかな流れ

(フロー)だけ定め、審査を重ねる中で基準を

積み重ねていくというのである。そして、実

際に、これまでの基準適合審査では、既存の

原発が稼働できるように開き直って基準を緩

めてきた。これは、単に違法な処分の既成事

実化に過ぎない。

また、審査ガイドが、最低限の根幹となる

検討フローや確認事項が記載されていれば足

り、その後の審査実績の積み重ねにより審査

における確認事項等が明確化されるという柔

軟性を兼ね備えた側面があると主張するが、

これは、平成25年火山ガイドが、基準として

満足なものではなかったことを自認する内容

に等しい。

第４ 争点Ⅱ‐立地評価に関する基準適合判断

の不合理性

１ 原告らの主張の整理

⑴ 参加人による十和田の活動可能性評価

参加人は、十和田において、施設の運用期

間中における巨大噴火の可能性は十分小さい

と評価した。

⑵ 参加人による十和田の噴火規模の評価

参加人は、最後の巨大噴火以降の最大規模

の火砕流噴火である毛馬内火砕流噴火を想定

し、火砕流は敷地に到達していないものと評

価している。

⑶ 原規委の基準適合判断の内容とその不合理

性

ア これらの評価を前提として、原規委は、

参加人の個別評価は、活動履歴の把握、地球

物理学的手法によるマグマ溜まりの存在や規

模等に関する知見に基づいており、火山ガイ

ドを踏まえたものであることを確認したとす

る。

十和田の巨大噴火の可能性評価としては、

火山学的調査を十分に行った上で、ａ要件及

びｂ要件の評価がなされており、火山ガイド
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を踏まえたものであることを確認したとする。

イ まず、原子力施設の運用期間は、施設に

「核燃料物質が存在する期間」とされている

ところ、再処理後の放射性物質の搬出先、核

廃棄物の処分先はいまだ決まっておらず、今

後数百年にわたって核燃料物質が存在し続け

る可能性がある。そのため、運用期間は数百

年に及ぶ可能性があるが、被告は合理的理由

なく、この期間を「数十年オーダー」とし、

その根拠については、「常識的な理解」との

み述べ、科学的、客観的な具体的根拠を示さ

ない。

したがって、運用期間中の活動可能性を評

価するための前提を欠いている。

次に、参加人の評価の欄には、活動履歴の

把握は記載されていない。

また、ａ要件との関係でいえば、

地下のマグマ溜まりの状況を的確に

把握することは困難で、巨大噴火の

活動可能性が十分小さいということ

はできない。

２ 争点Ⅱ②‐運用期間に関する判断

の不合理性

⑴ 高レベル放射性廃棄物等の処分

先が決まっていないとの点

被告は、高レベル放射性廃棄物等

の搬出先や処分先が決まっていない

との点に対して、本件事業変更許可

処分の時点で、エネルギー基本計画

に基づいて、使用済燃料を再処理し、回収さ

れるプルトニウム等を有効利用する核燃料サ

イクルの推進を基本方針としており、最終処

分場についても最終処分法に基づく文献調査

が実施されていることなどを主張し、数十年

オーダーと想定することは不合理ではない旨

主張している。

しかし、エネルギー基本計画や核燃料サイ

クルはあくまでも計画にとどまり、本件施設

に存在する核燃料物質の搬出先・処分先が決

まるわけではなく、搬出先・処分先は、あく

までも最終処分場が決まらなければ定まらな

い。

被告の主張は、法の規定や趣旨から抽象的

に数十年オーダーで済むはずだという希望的

観測を述べているにすぎず、全く保守的なも

のではないし、現実的でもない。

⑵ 活動履歴と運用期間のタイムスケールにつ

いて

被告は、運用期間を詳細に定めたとしても、

火山の活動履歴に表れているタイムスケール

と比べてごく短期間にとどまること自体に変

わりはないから、詳細に定める必要性は乏し

いとしている。

しかし、運用期間が、数十年オーダーなの

か、数百年オーダーなのかは、火山事象との

関係でも重要な意味を有する。

すなわち、期間が1桁大きくなるということ

は、単純計算でも、運用期間中における発生

可能性も1桁大きくなるのであり、当然ながら、

リスクを容認できるか否かという判断にも影

響があり得る。

⑶ 噴火間隔と発生確率について

被告は、巽氏の指摘するポアソン分布に基

づく概算に対し、巨大噴火の可能性は確率的

に評価できないなどと反論する。

しかし、原告らは、ポアソン分布を用いて

巨大噴火の確率論的評価をすべきだなどと主

張しているのではない。確率論的評価には、

噴火のメカニズムの解明や統計的に扱うのに

十分な回数の噴火履歴等の知見が必要になる

ことは百も承知で、大雑把な発生頻度から考

えても、数百年オーダーの運用期間との関係

で、数万年に1回という頻度（間隔ではない）

は決して小さいもの(社会通念によって無視し

てよいもの)ではなく、兵庫県南部地震の直前

の発生確率と比較しても小さいといえないこ

とを主張していたのである。

原規委は発生頻度(数万年に1回の頻度で発
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生する)を噴火間隔(数万年間は発生しない)の

問題であるかのように曲解している。

３ 争点Ⅱ①‐十和田カルデラに関するａ要件

の適合判断の不合理性

⑴ 科学的知見に不確実性が存在することは被

告も認めている

被告も、現在のマグマ溜まりの状況を含め

た考慮事項ないしその背景にある科学的知見

について、個々に見れば、その精度や正確性

等に一定の限界があることを認めており、被

告は、これらを総合的に考慮することにより、

当該火山の「現在の活動状況は巨大噴火が差

し迫った状態にあるかどうか」を評価するこ

とは可能であるとの考え方に立っていると主

張するようである。

しかし、個別の評価が不合理であるのに、

それを総合すると合理的になるというのは科

学的に全く根拠がない。

⑵ 巨大噴火を引き起こすような大規模マグマ

溜まりである可能性のある領域は把握可能と

の点も不合理である

被告は、巨大噴火を引き起こすような大規

模なマグマ溜まりは、可視化技術によって把

握可能であることを前提としているのであろ

うが、前述したとおり、巽氏をはじめとする

複数の火山学者が、巨大だとしてもマグマ溜

まりの把握は困難な場合があり、実際には大

きなマグマ溜まりが存在するのに、周辺部分

は可視化できず、小さいものと誤信すること

もあるだろうし、そもそも見逃すこともある。

藤井敏嗣氏は、「(地下のマグマ溜まりを把

握することについて)そういうものを例えば今

の地震学的な手法で探査できるかというと、

なかなか難しいというのが探査の専門家の意

見です。」と、把握の困難性を指摘している。

⑶ 被告が裁量権の逸脱・濫用がないことを主

張立証しなければならない

４ 争点Ⅱ①‐産総研の近時の公表について

⑴ 被告の主張は参加人の評価と整合しないこと

原告らが、産総研の近時の公表を踏まえ、

参加人ないし原規委が地下６㎞付近のマグマ

溜まりの存在を見落としていたこと、したがっ

て原規委の判断には看過し難い過誤、欠落が

存することを主張していたところ、被告は、

原規委が判断したのはあくまでも巨大噴火が

可能な規模のマグマ溜まり

が存在する可能性が小さい

ということであり、地下２

０㎞以浅にメルト状のマグ

マ溜まりが存在しないとい

う評価ないし確認をしたわ

けではないなどと主張する。

しかし、参加人の資料では、

6㎞付近のマグマ溜まりにつ

いては言及がない。

そうすると、少なくとも、

参加人は、このマグマ溜ま

りを見落としていたことは

明らかであり、原規委も、

これを考慮しないまま基準適合判断を行った

というべきである。

地下のマグマ溜まりがどのくらいのボリュー

ムで存在するかの把握は困難であり、巨大噴

火可能な規模のマグマ溜まりか否かを判断す

ることもまた困難であるが、地下にマグマ溜

まりが存在する以上、これが巨大噴火を発生

させるボリュームを持っている可能性が否定

できないのであるから、巨大噴火を発生させ

る可能性があるという保守的な評価がなされ

なければ、深刻な災害が万が一にも起こらな

いようにするための評価とはいえない。
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１ 被告・規制委員会

準備書面(27)レッドセル問題その2(補充)

(12月公判提出の予定であったが、参考人

の主張とあわせ、本期日に提出した。その

内容は以下のとおりです。)

① 裁判長の求釈明(レッドセル問題の審理

経過と内容)についてはパブコメで説明し

たという以外に釈明はなかった。要するに、

これまで規制委の会合で審理されたことは

ない。

② 耐震設計の妥当性は設工認事項。設計ど

おりに建てられたかどうかは使用前確認事

項→レッドセル問題は基本設計事項ではな

い→裁判の審理対象とならない。

③ レッド区域への立入は絶対不可能ではな

い。せん断処理施設の保守は、遠隔操作

(保守セルの設置、クレーン、マニプレー

タの設置)。分離施設の保守は、除染、防

護服、マスクの着用で可能。

④ 規制に定められている「検査・試験」、

「保守・修理」は供用開始後の問題である。

⑤ 安全機能と耐震性能は別問題→検査、修

理は安全機能維持のための基本設計事項で

ある。

耐震補強工事が必要になったとしても、

この工事は「検査・試験」、「保守・修理」

に該当するとは解されない。

次回予定 火山関連準備書面を提出。

２ 参加人

準備書面(12) レッドセル問題

・・・被告準備書面と同旨

① 700ガルに対して耐震性は確保される(補

強の必要ない)。

② レッド区域への立ち入リは可能。

１ 次回期日

2025年9月26日(金)

午後1時30分～

進行協議(原告・事前申込)

午後2時～ 口頭弁論

２ 原告団提出予定書面

(1) 準備書面

① 活断層及び産総研関連準備書面

② レッドセル反論準備書面(1)

パート2は12月期日に提出予定

③ 火山問題

④ 原告適格と最大想定事故(2)

近藤駿介シナリオと比較した本件施

設の危険性

(2) 裁判所の指示による活断層・地震の論

点整理表の提出

３ 次々回以降の日程(予定)

2025.12.19／2026.3.13

４ 進行協議

原告のみが参加でき、事前申込みが必要で

すが、裁判長から現在進行中の訴訟に関する

心証が話され、法廷での傍聴では体験できな

いやり取りが行われますので、ぜひ参加して

みてください。
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被告・原子力規制委員会と

参加人・日本原燃の主張と次回予定 次 回 裁 判 の 日 程

2025.6.28 東奥日報



１．これまでの原告団総会は、裁判終了後に

記者会見して交流会となり、土曜日の午前中

に総会開催となっていました。今年は、裁判

終了後にアスパム6階の「岩木」に移動し、先

ずは記者会見をして、6月26日（金）16：45分

頃から、総会となりました。

ZOOM併用の会議でしたが、ZOOM参加者は４

名で、会場には10数名が詰めていましたから、

約20名の参加者となりました。議長は事務局

員の笹田さんにお願いして、進行役を務めて

頂きました。

２．傍聴者を増やす方法

議案は会員の皆さんに送ってますから、特

に新しい所を記述しておきます。

・私達の裁判が行政訴訟であるので、原告を

増やすということが出来ないわけです。そ

の点では、再処理裁判始まって32年経つの

で、会員とサポーターを増やすような取り

組みがどうしても必要です。

但し、この点では、東京に行った際に、

反原発の活動をしている方々を拝見しても、

若い人が沢山は参加していません。多くは

私(68歳)よりは年配の方々が頑張っている

ように思います。

・私たちの裁判は年に4回開催予定(3月、6月、

9月、12月)で、その度に原告団の皆様は青

森地裁に傍聴においで下さっていますが、

まだ傍聴席に若干の余裕があります。青森

県内の会員・サポーターの方の傍聴者を増

やす努力が必要です。裁判のお知らせを作

り、青森県内の方々に郵送する等の工夫を

してみる必要があるでしょう。

３．再処理工場を動かさないための活動

竣工が大幅に遅れている再処理工場ですが、

2026年度末には竣工するかもしれないと日本

原燃は言ってます。竣工後真っ先に取り組ま

れるのは、使用済燃料の再処理ではなく、200

6年３月から2008年10月迄に行ったアクティブ

試験で生じた廃液処理やガラス固化が始まり

ます。同時に、放射性物質が環境中にばら撒

かれる可能性があります。そういう日を迎え

ないための活動が求められています。

そこで、原告団の副代表・佐原若子さん

（衆議院議員）にお願いして、質問主意書を

提出する活動を原告団としても取り組みたい

と考えています。この打ち合わせを提起する

積りでいましたが、佐原さんに急用が出来て

お帰りになられました。

再処理工場の運転予想が日本原燃から出て

いますし、事業を委託している使用済燃料再

処理・廃炉推進機構から、再処理とMOXの予算

が公表されています。

こういう問題を、深堀することも必要なの

で、会員・サポーターの皆さんから、質問項

目をお寄せいただきたいと思います。

４．会費の納入お願い

原告団の会員とサポーターの皆様の会費・

カンパで、原告団の活動が成り立っています。

裁判開始の頃は1500人ほどもいらっしゃた

のですが、今は当時の3分の1以下です。そこ

で今後の裁判活動を維持するために、どのよ

うなことが必要かが議論されました。

・現在未納状態にある会員とサポーターに、

会費の納入をお願いする。

・心ある方々や団体にカンパをお願いする。

・原告団の最新パンフレットの販売。

・クラウドファンディング案も提起されまし

た、これは行政訴訟に通用しないかもと言

われました。

以上の取り組みで、原告団の財政基盤を安

定させたいと思います。

５．今後の活動強化

弘前市で核燃反対のスタンディングを行っ

ているらしいので、青森市、八戸市でも行っ

たらどうかという提案がありました。
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第31回原告団総会報告

事務局長 山田 清彦



5月10日、八戸市総合福祉会館で井戸謙一弁

護士の講演を聴きました。

井戸謙一弁護士は裁判官として志賀原発2号

機運転差止判決の裁判長として有名です。退

官後は、2011年より弁護士として被爆関連や

原発の運転差止訴訟などに関わっておいでに

なります。

この日は50人ほどの聴衆にパワーポイント

を使って、お話してくださいました。

まず最初に、3.11福島原発事故がどのよう

なものだったのか、あらためて表面に出てい

ることと実相とについて、表などを使って説

明しました。そして「311子ども甲状腺がん裁

判」について、概要、争点、特徴を具体的に

詳しく説明してくれました。

311フクシマは私たちも知っていることです

が、なかでもどれほど推進側が安全神話を壊

さないよう腐心していたかが深く理解できま

した。

今でも怒りを覚えるのは、放射線リスク管

理アドバイザーだった山下俊一が「ニコニコ

していたら放射線は来ない」「子どもは外で

自由に遊ばせていい」と言っていたことです。

毎時100μ㏜の安全神話を作り、後で10μ㏜と

訂正するも、自分の発言を言い逃れ、責任回

避しています。そのために被ばくしてしまっ

た子どもたちがいるというのに。

井戸弁護士はこのような事柄などを「311子

ども甲状腺がん裁判」の過程で明らかにしつ

つ、子どもの潜在がんについて、チェルノブ

イリ事故の例や調査・検討・評価の欺瞞性を

疫学的にも、またヨウ素被ばくについて実測

データなどからも追求しています。

裁判での原告の若者たちの意見陳述で、手

術や治療への経済的・心理的負担や医師の原

発との因果関係否定で傷ついていること、現

在の苦難の人生も紹介してくれました。

この講演の中で、福島原発事故の被害を語

ることが“風評加害”とされ、報道で取り上

げることでバッシングされる現実に、ミニコ

ミ・口コミで抗う大切さを今一度自覚しなけ

ればと思いました。

井戸弁護士は、原告や表面に出てこられな

い人への支援や今後の人生への道筋をつける

ことが、原発事故に責任を負う我々世代の責

任とおっしゃっていました。

被ばく影響評価軽視は原子力を自由に使う

ためで、正しい評価は被ばく被害の救済、核

の廃絶につながると話されました。

初めて裁判所が原発運転の差止判決を出し

た金沢地裁の元裁判長であった井戸弁護士の

お話を、直に聞く機会を持ててありがたかっ

たです。

六ヶ所村、むつ市を抱える私たちは、県民

国民が原子力災害に遭わないため、被ばくし

ないために共に闘っていかなくてはならない

と強く思いました。
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井戸謙一弁護士講演会感想

「福島原発事故による被ばく問題」
311子ども甲状腺がん裁判で分かったこと

青森市在住 原告 戸川 雅子



(2025.6.30 記)

6月27日の裁判・原告団総会の翌28日の午後

3時前、今日は何人来るかなと気にしながら弘

前駅前りんご広場に向かった。

4～10月の偶数月の第4土曜日は「核燃・原

発まいね」街頭アピール(マイクなしのスタン

ディング)の日である。30年以上続いた女性た

ちのデモが一昨年で終わり、昨春から新たに

この行動を始めた。主催団体はなく、参加者

各自が主催者との主旨で、弘前では反核燃を

掲げる唯一の街頭行動だ。しかし参加者は3～

4人。今年初回の4月は2人だった。一人でもや

れる行動なので人数は気にならないものの、

少ないとやはりさびしい。デモに参加してい

た人たちはどうしているだろうか、反核燃の

声をどうやって広めればいいのか、と思案に

暮れる。

その街頭行動に原告団も参加しようと思い

立った。ただ、とある経緯あっての顛末だ。

一昨年の秋、原告団主催の映画上映会を弘

前でも開催することになり、弘前の運営委員

で話し合い、津軽地域の原告団会員約20人に

案内文を出して協力を呼びかけた。それまで

は30年以上も裁判をやっているのに裁判や集

会等を通して知り合う他は誰が会員なのかわ

からず、(核燃反対や訴訟支援の輪を大きくす

るためにも)まずは会員間の交流・結束を図る

ことが必要だとの思いがあった。しかし、そ

の後が続かず止まってしまった。

これはまずいのではないか、放っておいて

はいけない……上映会の時の思いを引きずっ

たまま、日本一の桜が咲き溢れる今年4月、弘

前の運営委員で改めて話をした。核燃阻止運

動の一環として訴訟があるが、法廷で奮闘す

る弁護団を原告団が支え、反核燃の声を地域

で広めないと核燃を阻止できない、裁判にも

勝てない、もっと熱を込めて動こう、と。か

くして今更ながらに、弘前・津軽の会員へ行

動提起することとなった。

5月、会員に提案葉書を配った。差出人は原

告団内の有志グループということで、1万人訴

訟・津軽反核生の集い(仮)という名称にした。

津軽弁の「はんかくせ」は設楽順『津軽語小

辞典』によると「おろかな奴」の意で、名称

採用に特段の他意はなく、単なる思いつき。

提案人は佐原若子、中畑範彦の二人。提案す

る行動は次の2点。

① 核燃裁判の傍聴

② 街頭アピールへの参加

ともかく無理せず簡単にすぐやれる行動で

あり、ともかく参加を！という話だ。賛同の

是非や結成会という手続きは省略し、何とか6

月の裁判と街頭アピールに間に合わせること

ができた(なお、会員各々に会員であることに

ついての多種多様多彩な思いがあるはずなの

で、当然、対応は各自に委ねる)。

以上、あえて頁を割いて報告するほどの事

でもないのだが、1万人訴訟の重要度、即ち核

燃(再処理・高レベル)が止まれば原発も止ま

る、核燃阻止の闘いは青森と全国の共通の闘

い、勝訴めざして訴訟支援の強化が必要、と

いう点を踏まえ各地から熱い意志を再結集さ

せたいと思う次第である。

冒頭の話に戻る。この日の街頭アピールに

は初対面・初参加の会員1人を含めて6人が参

加(会員は3人)。強い風が吹く中、原告団ノボ

リ旗、キルト横幕、パネルをしっかりと掲げ

続けた。

「放射能で空と海を汚すな」

「かくねんまいね！」

「使用済み核燃料搬入反対」・・・。

スタンディングに参加したメンバー (2025.6.28)
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1万人訴訟・津軽反核生の集い

弘前市在住 原告 佐伯隆三



2025年5月13日、衆議院議員会館において、

国(経済産業省・原子力規制庁)・事業者(電気

事業連合会)と初のヒアリング集会を開催しま

した。

六ヶ所村に一時貯蔵されている高レベル放

射性廃棄物(ガラス固化体)を30～50年間で搬

出するという期限を守らせるために、冒頭に

阿部共同代表から国、事業者に対して10項目

に亘る要請書を提出。

国は、「搬出期限は、高レベル放射性廃棄

物(ガラス固化体)を受け入れた日から30～50

年ということは認識しており、日本原燃は管

理期間の終了時点でそれぞれの電気事業者に

搬出するものと承知しております」,「その上

で国としては事業者に対して約束の遵守をしっ

かりと指導して行くとともに、必要な取り組

みの検討を要請させていただきました」、

「国としては可能な限り早期に最終処分地に

関する目途がつけられるように前面に立って

取組を進めてまいりたい」。

事業者は、「ガラス固化体の受入から30年

を迎え、残りの期間が20年となることは事業

者としても認識した上で、引き続き期限を遵

守するために必要な取り組について検討して

まいります」、「発生者として基本的な責任

を有する立場ですから、国、NUMOとも連携し

つつ、地域の皆様との対話活動を通じまして、

関心や理解が深まるように取り組んでまいり

ます」と、具体的な内容の無い回答でした。

その後、古村共同代表が、国や事業者の回

答に対して、「皆曖昧な答弁に終わっている。

後20年しかない状況をふまえ、より具体的に

踏み込んだ国の取り組みを求める。提出期限

を守る第一義的責任は事業者よりも国にある」

と。奥村共同代表、鹿内県議などの質問に対

しても、「先ほどの繰り返しになりますが」

と同じ回答で終始しました。

青森出身の升田・佐原衆議院議員をはじめ6

名の国会議員が参加。関東在住の反原発運動

の人たち43名の参加があり、誰もが無責任で

曖昧な回答に怒り、国の責任をきちんと果た

すことを強く求めました。

最後に、今回のヒアリング集会の開催にご

尽力くださった山崎誠衆議院議員が「今日は、

みなさん本当に必死だったと思いますが、こ

のままでは終わらない。具体的にいくつかの

ポイントが出ていた。ロードマップをどうす

るか、最終処分場が間に合わない場合にはど

うするか、議論をしてほしいという事だと思

います。今日で終わりということでなく、議

論を続けさせて下さい。今日出された事を具

体的に議論をしないと話にならないと思いま

す。本当に原発、核の問題は難しい問題。今

日の課題を持ち帰って、引き続き対応をお願

いします」（一部省略）と、これまで以上に

向き合っていこうと呼び掛けて、2時間に及ぶ

集会を終えました。

次へのステップとなった、意義ある集会だっ
たと思います。

核のゴミから未来を守る青森県民の会 事務局

三沢市在住 原告 伊藤和子
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初の国・事業者とのヒアリング集会を開催

高レベル放射性廃棄物を搬出する約束を守らせるために

主催：核のゴミから未来を守る青森県民の会

※ ヒアリング集会の報告集をＨPでご覧ください。



今年の夏は酷い暑さでしたね。

今年は、東北でも山火事がありま

した。

ギリシャの山でも山火事があり、

観光客も避難したそうです。

自然災害は待ったなしで、複合化、

甚大化しています。

皆様は、お元気でお過ごしでしょ

うか。

私は、反原発と反核燃料サイクル

に取組む使命を持って、皆様の力で

国会の場に上がらせていただきまし

た。感謝申し上げます。

そこで、原子力問題調査特別委員会の委員

として、経産委員、原子力規制委員に対し、

情報収集と意見を述べ、質問させていただき

たいと考えて参加しました。委員会の中でも、

原子力推進・反対と様々です。

その中にあって、アドバイザリー・ボード

会員という、助言や質問に答えて下さる学者、

有識者さんたちの組織があります。今まで、

その人選は与党が握っていましたが、今回は

野党の人数が増え、アドバイザリー・ボード

会員の人選に関しても議論できる状況が生ま

れました。

再処理に懐疑的な先生も居られて、有益な

アドバイスを頂きました。

例えば、日本の法律では、使用済燃料は全

量再処理しなければならないことになってい

ますが、法律を変えればワンスルー(再処理を

しないで直接処分)の可能性が有ると鈴木達治

郎長崎大教授が答えてくださいました。

また、日本原燃の経済的な不安定さを、大

島堅一龍谷大学教授が答えてくださり、核燃

料サイクルの経済的不合理性が明らかになり

ました。

私の悲願である六ヶ所再処理工場の廃止を

実現させ、青森県、そして全国のこどもたち

を平常時被ばくから守りたいと思っています。

このような手ごたえがあり、本当に皆様に感

謝しています。

残念ながら、高レベル放射性廃棄物の県外

搬出と大間フルMOX原発に関しては、いまだ問

題が残ります。この国の間違ったエネルギー

基本政策を正すことが出来ず、苦しんでいま

す。これからも頑張って、原発のない社会を

実現すべく精進してまいります。

ご助言と応援、これからのご指導をよろし

くお願いします。

皆様のご健勝を祈りつつ。

（2025.7.19 津軽にて）
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《佐原若子の国会報告》

副代表 原告 衆議院議員

2024.10.29 デーリー東北

2025.6.6 経済産業委員会で発言する佐原氏

(佐原若子氏HPより)
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六ヶ所核燃などを巡る動き
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会員・サポーター募集中！！

核燃サイクル阻止１万人訴訟原告団

〒039-1166 青森県八戸市根城9-19-9
浅石法律事務所内

TEL/FAX 0178-47-2321
振込口座（ゆうちょ銀行）
（記号 02300 番号 037486）

口座番号:02300-9-37486
口座名：『核燃阻止原告団』

他行からの振込
店名 (店番)：二三九（239）
預 金 種 目：当座
口 座 番 号：0037486

会 員 /年間6000円（購読料共）

サポーター /年間3000円（購読料共）

eメール 1man-genkoku@mwe.biglobe.ne.jp

ホームページ https://1mangenkoku.org/

お 知 ら せ

◆ 核燃裁判 2025年9月26日(金) 14:00～青森地裁

◆ 2025年 反核燃秋の共同行動
青森行動 2025年11月15日(土) 11:15～12;45 会場：ワ・ラッセ
むつ行動 2025年11月16日(日)

両日共・講演会開催 講師：木原省治(被爆2世)

◆ 第20回産地直売会
2025年11月15日(土) 10:00～15:00 会場：ワ・ラッセ 西の広場

編 集 後 記

カンパを戴いた方々です。

ありがとうございました。

仲谷良子、寺尾光身、後藤由美子、赤沢美恵子、

田平康子、大澤統子、坂井清昭、松丸健二、柴邦生、

工藤祐一、宮澤文明、高森修子、蓮沼義徳、本間義悦、

高橋将之、山浦元、西尾美和子、鷹羽富美子、内田牧子、

大久保徹夫、米村釗、米村栄子、松島恵美子、山田隆一、

風晴弘、高木久仁子、浅井秀明、藤森勝彦、小笠原公子、

豊巻絹子、井戸謙一、福岡生夫、土屋良紀、宮内尚、遠

藤浩二、鳥原良子、渡辺つたえ、田中榮、福本繁、内藤新吾、

中村光一、高屋敷八千代、野坂幸司、山崎昌子、糸永眞

吾、東大野郁子、小池光一、里見和夫、中畑範彦、

建部玲子、和田晴美、中田美幸、藤島真紀、高橋純子、

匿名希望の方 (々敬称略）

夏期カンパのお願い

原告団は会員の皆様の会費・カンパのご支援に

より運営されています。

今回のニュースと一緒に夏期カンパの振込用紙

を同封しました。よろしくお願いします。

指鹿為馬（しろくいば） 夢坊

鹿を指して馬と為す、馬鹿の語源のひとつだとい

われる。秦の始皇帝の死後に、権力者の趙高が皇帝

の前に鹿を曳いてこさせ、珍しい馬だと言う。違う、

鹿だと言う臣下は難癖をつけて処刑した。馬と鹿

の区別も出来ないのではなく、道理に合わない事を

権力で押し通したのだ◆地球温暖化は二酸化炭素だ

けが原因、エネルギーの使い過ぎが原因ではないの

だと。住宅をミサイルやドローンの攻撃で破壊して

ガレキに変えても、その大量のエネルギー放出と火

災には言及しない。病院や食糧配給所を、テロリス

ト拠点だとして攻撃する。ウラン濃縮施設にミサイ

ルを撃ち込んだ事実があっても、民間の再処理工場

は軍事目標にはならないから安全であると嘯く。六ヶ

所再処理工場にミサイルを撃てば、放射能汚染で三

沢米軍基地を機能停止に追い込める◆東京ファース

トだから、原子力施設は地方へ、核ゴミは地方へ置

き捨てる。地方の土地を買占めて、自然エネルギー

を電力に変えて東京へ送電。都会に移住して、故郷

には核ゴミの返礼品を贈呈する◆鹿と馬、区別がつ

いてないのか、分からないふりをして、忖度して黙っ

ているだけか。少し考えれば、地方差別主義だと分

かるのに、黙り続ける賢い人々は、誰の首を絞める

のか。自分以外の誰かなら、それでいいのか。

会員の一言
「明日なき核燃料サイクル」の冊子：再処理工場の危

険性はそれなりに理解していたつもり。この冊子で全体

像に触れて戦慄しています！！(京都府 Y・S 様）


